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accommodation）」は，本格的にはアメリカ障害者法（Americans with Disabilities Act，1990，
以下，ADA）において注目され，1990 年代以降，障害者の差別を禁止する法律が導入され
る過程で広がりを見せたものである 7。そして，「合理的配慮」の概念は，障害者の権利に












reasonable accommodation を「合理的便宜（합리적 편의）」と訳して表記しており，関連分
野の研究者も「合理的便宜」あるいは「合理的配慮（합리적 배려）」と表現していた。しか












































































































































































































































































5 竹内章郎『弱者の哲学』大月書店，1993 年，p.144 
6 竹内章郎「平等への哲学：新しい福祉思想の扉をひらく／『能力の共同性』への諸論点」愛知県立大学 
『人間発達の保障をめざす教育福祉ガバナンスと教育委員会改革関する理論と実践の研究』科学研究費補 
助金（基盤研究(B)）研究成果中間報告書（その 1），2012 年，p.80 




8 国際文書として初めて「合理的配慮」が導入されたのは 1994 年国連の経済・社会・文化権委員会（UN 
Committee on Economic, Social and Cultural Rights）で採択された「一般的意見（General Comment） 
第 5 号」の中である。同文書は，障害者の人権の保障に関する意見であり，前文，第 1 章締約国の一般













10 “Reasonable Accommodation”means necessary and appropriate and adjustments not imposing a  
disproportionate or undue burden，where in a particular case，to ensure to persons with disabilities 
the enjoyment or exercise on an equal basis with others of all human rights and fundamental 
freedoms. なお，障害者権利条約の日本語訳は特に注記がない限り日本政府仮訳による。 
11 장애인차별금지법제 4 조 2 항「정당한 편의란 장애인이 장애가 없는 사람과 동등하게 같은 활동에 
참여할 수 있도록 장애인의 성별，장애의 유형 및 정도，특성 등을 고려한 편의시설・도구・서비스 




12 国家人権委員会は国家人権委員会法に基づいて 2001 年 11 月 25 日に発足，2002 年 2 月から活動を開
始している。国家人権委員会は「すべての個人が有する不可侵の基本的人権を保護して，その水準を向
上させることにより人間としての尊厳及び価値を具現して民主的基本秩序の確立に寄与する（国家人権
















1964 年アメリカで制定された公民権法第 7 編（Title Ⅶ of the Civil Rights Act）703 条
（a）の（1）では，15 名以上の被用者を雇用する使用者を対象とし，人種，肌の色，宗教，































1967 年ガイドラインでは，1966 年ガイドライン上の「重大な支障（serious inconvenience）」
は「過度な負担（undue hardship）」へと変わり，それが現在の「合理的配慮」を規定して
いる法制においても受け継がれているのである。 
EEOC ガイドラインに便宜的措置義務を講じる責務が規定されてから公民権法第 7 編が
制定される前における問題は，第 1 に EEOC ガイドラインの司法上の効力，第 2 に裁判所
における便宜的措置義務の裁判法理（抗弁内容，便宜的措置義務と労働協約との関係，便




本件を審理した第 6 巡回控訴裁判所の判事は，多数意見として，まずデューイが 1967 年 1








また，Riley v. Bindix Corporation 事件 6がある。この事件は，特定の宗教を信仰する個
人が，一週間 5 日，朝 7 時半から午後 4 時までのシフトで働いていたが，その後一週間 5
日午後 3 時半から午前零時のシフトに変更され，教義上の理由から金曜日に通常通り働け


















EEOC の 1967 年ガイドラインの下では，それ自体の司法上の効力および便宜的措置義務
の内容に関して混乱があった。この問題を解決するために， 1972 年にアメリカ連邦議会は，
EEOC の 1967 年ガイドラインに対応するかたちで，公民権法を改正し，宗教差別に関する














1967 年の EEOC のガイドラインにおいて採用され，1972 年に公民権法に加えられた。 
 
(４) アメリカ連邦最高裁判所の「過度な負担」の線引きと EEOC の指針変更 
 











































明確に禁止したのは，1973 年に制定（1977 年施行）されたリハビリテーション法（Section 
504 of the Rehabilitation Act）504 条であり，宗教差別領域において生成された「合理的配
慮」の概念が初めて法規として規定された。同法 504 条では，連邦政府における差別禁止





に基づいて策定された 1977 年の労働省内の連邦契約応諾プログラム（Office of Federal 
Contract Compliance Programs；OFCCP）による規則においてである。この OFCCP の規
定は，連邦の契約者は，連邦と 2,500 ドル以上の契約を結ぶ場合，契約者の過度な負担に
ならない限りにおいて，身体あるいは精神に障害がある応募者または従業員に対して「合
理的配慮」を行うことを規定したものである 15。1978 年には 504 条に関する厚生省の施
行規則で，「合理的配慮」が規定されている。施行規則で差別禁止の対象としているのは，





































サービス，第 4 編は通信である。各編の内容は以下のとおりである。 
第 1 編では，従業員 15 人以上の事業所は有資格障害者に対して採用や昇進，解雇，報酬，
訓練，その他の雇用条件に関して差別してはならないと規定している。さらに雇用斡旋機
関，労働組合，労使合同委員会に対しても「合理的配慮」を行うことを規定している。ま
















ADA 第 1 編と第 2 編では同法上の保護対象者を規定している。第 1 編では，有資格障害












４) ADA における「合理的配慮」 
 
ADA の第 1 編雇用では，雇用者は障害者の社会参加のための「合理的配慮」の義務を課











第 101 条 10（A）では「過度な負担」を規定しており，「過度な負担とは，いくつかの要


































1990 年の ADA の制定以来，その法理念となった障害者に対する「機会平等」及び「差
別禁止」という概念は，またたく間に世界を席巻し，各国の障害者差別禁止法の制定に影
響をもたらした。各国の障害者差別禁止法の制定にあって共通の事情が存在していた。そ









人権法（1993 年），イギリスの障害者差別禁止法（1995 年，同法は 2010 年に平等法に盛
り込まれる）をはじめ 40 カ国もの国々で次々と差別禁止法が制定された。また 2000 年代















平等法では，第 20～22 条にかけて「合理的調整（reasonable adjustment）」に関する共
通規定を設けており，「合理的調整」義務の詳細は，分野ごとに附則で定められている。第
20 条では「合理的調整」義務について次のように定めている。 
本法が，ある者に対し合理的調整義務を課す場合，本条，第 21 条及び第 22 条並びに適 
用可能な附則が適用される。また，義務が課せられる者を A と呼ぶ。義務が生じる場面は，
以下のとおりである。 
i) A の規定，基準または慣行が，障害者を，障害者でない者と比較して当該事項に関し 
て実質的に不利な立場に置く場合 
ii) 物理的特徴 25が，障害者を，障害者でない者と比較して当該事項に関して実質的に不 
利な立場に置く場合 
iii) 障害者が，補助的支援（auxiliary aid）26の提供がなければ，障害者でない者と比較 
して当該事項に関して実質的に不利な立場に置かれる場合 
  
上記の i)または ii)が情報の提供に関連している場合，A が講じるべき合法的措置には，
当該状況において情報がアクセス可能な形式で提供されていることを確保するための措置
が含まれる（6 項）。i)，ii)または iii)の遵守不履行は，合理的調整義務の遵守不履行にあた
る。A が障害者に関してその義務を遵守しない場合，A は障害者を差別することになる。 
教育分野の合理的調整の詳細な内容は附則 10 及び 13 に規定されており，上記の i)，ii)，
iii)3 つの合理的調整義務が機関別に適用される。16 歳以下の児童生徒を対象とする教育機



















































を理由とする雇用差別を禁止することを目的とする（第 1 条）。同指令は 4 章 21 条で構成



























表 1  「合理的配慮」概念の形成と展開 
 
国連の取り組み    各国の取り組み 備考  
1948 世界人権宣言 
 
1966  国際人権規約採択（社会権規 
約と自由権規約からなる） 
1971  知的障害者権利宣言 
 



































































は 2010 年に平等法に統合される） 
00【EU】一般枠組み指令採択  障害者権利条約の「合理的配慮」定義に影響を与
える 
06【国連】障害者権利条約採択  国際人権条約において初めて「合理的配慮」導入 
07【韓国】障害者差別禁止法制定  「合理的配慮」に置き替えて「正当な便宜」用語
導入。「雇用」「教育」「財貨とサービスの提供およ



















とを目的とする（第 1 条）」国連の人権条約として，2006 年 12 月 13 日，第 61 回国連総会
において採択された。同条約を韓国は選択議定書 32を採択せずに 2008 年 12 月批准，翌年





























月に世界障害者 NGO 会議が北京で開催され，同年 3 月 12 日に，新世紀における障害者の
権利に関する北京宣言が採択された。このような情勢を背景に中国政府は，北京宣言より
も早い 2000 年 2 月 8 日から 17 日の国連社会開発委員会第 38 会期において，障害者の権
利条約策定提案を行っていたが，コンセンサスが得られなかった 34。 
2001 年 12 月第 56 回国連総会は，メキシコ提案の「障害者の権利及び尊厳を保護・促進
するための包括的総合的な国際条約」決議を採択した。この決議で，同条約に関する諸提
案について検討するため，すべての国連加盟国及びオブザーバーに開かれた「アドホック
委員会（以下，特別委員会）」を設置することを決定した。その後，2002 年 8 月から 8 回
の特別委員会が開催され，同条約の性格，構造，非差別及び平等などの主要な争点の審議
が進められた。その経過は表 2 のとおりである 35。 
 
表 2   障害者権利条約審議過程 
 
年月日 主な取り組みの内容 
2001.12.19 第 56 回国連総会で障害者権利条約の必要性提起，特別委員会設置決定 
2002.7.29～8.9 第 1 回 特別委員会 
2003.6.16～27   第 2 回 特別委員会：作業部会の開催議題及び構成員等決定 
2004.1.5～16 作業部会（Working Group）：作業部会草案の採択 
2004.5.24～6.4  第 3 回 特別委員会：作業部会草案の第 1 読開始 
2004.8.23～9.3 第 4 回 特別委員会：作業部会草案の第 1 読終了，第 2 読開始 
2005.1.24～2.4  第 5 回 特別委員会：作業部会草案の非公式協議 
2005.8.1～12 第 6 回 特別委員会：作業部会草案の第 2 読終了 
2005.10.7 議長草案の公表 
2006.1.16～2.3 第 7 回 特別委員会:修正議長草案の採択  
2006.8.14～25 第 8 回 特別委員会:条約内容の基本合意 
2006.9.～11.17 起草部会（Drafting Group）：法技術的な修正 











   
 障害者権利条約の第 1 条では，障害者は「長期的な身体的，精神的，知的または感覚的
な障害を有する者であって，様々な障壁との相互作用により他の者と平等に社会に完全か
つ効果的に参加することを妨げられることのあるものを含む」と定義されている。同条約
は WHO が 2001 年発表した国際生活機能分類（International Classification of Functioning
以下，ICF）を反映しており，障害の原因，障害によって生じる問題などを障害者がもって
いる個別的な属性を超えて社会環境の変化を求める社会モデルを採択している。  
それまで WHO は 1980 年に発表した国際障害分類（International Classification of 






図 1   国際障害分類 1980 年版の障害モデル 
   
 
病気・変調          機能障害             能力障害         社会的不利 










WHO は 1997 年に ICIDH-2 を発表する。ICIDH-2 は環境と個人という背景要因を含め
た障害概念を採用し，障害を機能障害（Impairment），活動（Activities），参加（Participation）





は 2001 年に ICF を発表する。ICF は，1997 年に提案された ICIDH-2 を基に 5 年間の現
場検証と国際会議を経て 2001 年に提案されたものである。ICF では，社会環境要因をより
重視した形で，心身機能・身体構造，活動，参加という 3 つの次元とそれらの相互作用の
モデルが提案された 38（図 2）。 
図 2   ICF の構成要素間の相互作用の図 
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障害者権利条約は 25項目の前文と 50箇条の本文および 18箇条の選択議定書から成って






























 表 3   障害者権利条約の構成 
 
   前文 
総論的条項                     第 24 条 教育 
第 1 条 目的                    第 25 条 健康 
 第 2 条 定義                    第 26 条 ハビテーション（療育）と 
 第 3 条 一般的原則                          リハビリテーション 
 第 4 条 一般的義務                 第 27 条 労働及び雇用 
 第 5 条 平等と非差別                第 28 条 十分な生活水準及び社会保障 
特定のグループや状況への特別な留意        第 30 条 文化的な生活，リクリエーション 
 第 6 条 障害のある女性                       休暇及びスポーツへの参加 
 第 7 条 障害のある子ども                実施 
 第 11 条 危機のある状況及び人道上の緊急事態     第 31 条 統計及びデータ収集 
条約のための特別な規定              第 32 条 国際協力 
 第 8 条 意識の向上                 第 37 条 締約国と委員会との協力 
 第 9 条 アクセシビリティ              第 38 条 委員会と他の機関との関係 
市民的政治的権利                 第 40 条 締約国会議 
 第 10 条 生命に対する権利                モニタリング 
 第 11 条 法の前の平等                第 33 条 国内的な実施及びモニタリング 
 第 13 条 司法へのアクセス                第 34 条 障害のある人の権利に関する委員会 
 第 14 条 身体の自由と安全                   第 35 条 締約国の報告 
 第 15 条 拷問や残忍な，非人道的，           第 36 条 報告の検討 
品位を傷つける扱い，刑罰からの自由      第 39 条 委員会の報告 
 第 16 条 搾取，暴力，虐待からの自由            最終規定 
第 17 条 人間の尊厳（インテグリティ）の保護         第 41 条 委託 
 第 18 条 移動の自由と国籍               第 42 条 署名 
 第 21 条 表現及び意思の自由，情報へのアクセス     第 43 条 拘束されることについての同意 
 第 22 条 プライバシーの尊重              第 44 条 地域的な統合のための機関 
 第 23 条 家庭及び家族の尊重              第 45 条 効力の発生 
 第 29 条 政治的及び公的生活への参加          第 46 条 留保 
経済的社会的文化的権利              第 47 条 改正 
 第 19 条 自立した生活及び地域社会への               第 48 条 廃棄 
インクルージョン               第 49 条 アクセシブルな形式 








(１) バンコク草案における「合理的配慮」（2003 年 10 月） 
 
 2003年 10月 14日～17日，バンコクの国連アジア太平洋経済社会委員会（United Nations 







ていた。また，「労働の権利（第 28 条）」においてこの概念が使用されていた。 
バンコク草案における「合理的配慮」規定は表 4 のとおりである。  
 
表 4   バンコク草案の「合理的配慮」 
 
                                                                                              



















(２) 作業部会草案における「合理的配慮」（2004 年 1 月） 
 
 2003年 6月 16日～27日に開催された第 2回特別委員会は，作業部会の設置 45を決定し，





理的配慮」は，定義に関する第 3 条，第 7 条（平等及び非差別），第 17 条（教育），第 22
条（雇用）の分野でとりいれられている。第 7 条（平等及び非差別）1 項では，「締約国は，
障害を理由とするいかなる差別も禁止するものとし，差別に対しても平等かつ効果的な保
































































(３) 議長草案・修正議長草案における「合理的配慮」（2006 年 1 月） 
 
 第 3 回特別委員会（2004 年 5 月）で，作業部会草案の第 1 読が開始される。第 4 回特別
委員会（2004 年 7 月）においては第 1 読が終わるとともに，第 2 読が開始される。第 5 回
特別委員会（2005 年 1 月）では，一部の条文に関する非公式協議が行われ，第 6 回特別委
員会（2005 年 8 月）で作業部会草案の第 2 読が終わった。そして，2005 年 10 月にこれま
での議論を反映させた条約草案（以下，議長草案）をとりまとめた。これが第 7 回障害特
別委員会（2006 年 1 月）での叩き台となった。第 7 回特別委員会においては，議長草案の





の変更内容は表 6 のとおりである。 
 
表 6   作業部会草案・議長草案・修正議長草案の変更内容比較 
 
作業部会草案（2004 年 1 月） 議長草案（2005 年 10 月） 修正議長草案（2006 年 2 月） 


































































































































www.dinf.ne.jp アクセス 2015 年 8 月 14 日）。 
 









































「障害者権利条約の reasonable accommodation をフランスでは Aménagement 








































巻 2 号，2004 年，p.48 




3 中川は reasonably accommodate を合理的に便宜的措置，accommodate を便宜的措置と訳している。本 
研究においては中川の引用部分は中川の訳文そのままを用いるが，それ以外には「合理的配慮」「配慮」 
と表記する。 
4  中川純，同上論文，p.48 
5  同上論文，p.51 
6  同上論文，p.52 
7  同上論文，p.57       
8  同上論文，pp. 57-58     
9  同上論文，pp.63-64 を参照されたい。 
10 同上論文，pp.30-31 を参照されたい。 
11 キム・ドンヒョン「障害者差別禁止法の正当な便宜提供の憲法的論議」高麗大学大学院修士論文，2014 
年，p.11 
12  英語原文は www.gpo.gov/.../CFR.../CFR-2011-title29-vol4-part1605.xml 






16  矢嶋理絵「障害をもつアメリカ法」茂木俊彦編『特別支援教育大辞典』旬報社，2010 年，p.443 













法制度』資料シリーズ NO.73 の 1，2013 年，pp.8-44）。なお，主要な生活活動とは自分自身のことが
できること，手作業を行うこと，見ること，聞くこと，食べること，眠ること，歩くこと，立つこと，
持ち上げること，曲がること，話すこと，呼吸すること，学ぶこと，読むこと，集中すること，考える





21 竹内章郎，2010 年，p.123 
22 杉原昭博「機会平等法の国際的展開」河野正輝・関川芳孝編『障害者をもつ人の人権：権利保障のシス 
テム』有斐閣，2002 年，pp.79-81 
23 平等法は全 13 編からなり，205 条と附則 28 で構成されている。第 1 編社会経済的不平等では，社会経 
済的不平等にかかる公共機関の義務を規定している。第 2 編は，保護対象と禁止行為を規定しており， 
保護対象として年齢，障害，性別，性転換，妊娠・出産，結婚（同姓婚を含む），人種，宗教・信念，性 
的指向の 9 つを定めている。第 3 編から第 7 編までは差別を禁止する領域（教育，サービス，施設物な 
ど）を規定している。第 9 編は権利救済手続きを規定している。第 10 編は契約等について，第 11 編は 
平等の推進のための公的機関の平等に関する義務と積極的な措置を規定している。第 12 編と 13 編は障 
害者に対する移動手段等の差別禁止を規定している。平等法で定めている障害差別の類型は 1995 年に制 
定された障害差別禁止法（DDA）とは異なる。DDA は雇用，商品・施設・サービスの提供において障 
害を理由とした差別を禁止する法律で，禁止する差別として「直接差別」，「合理的調整義務」，「障害に 
関係する差別」（disability related discrimination），「見せしめ」（victimization）を規定していた。と 
ころが，平等法では禁止する差別として，「直接差別」，「障害に起因する差別」（discrimination arising 
from disability），「間接差別」，「合理的調整義務」，「見せしめ」，「嫌がらせ」（harassment）を定めて
いる。すなわち，平等法では，1995 年 DDA では規定していなかった「間接差別」を新たに導入し，「障
害に関係する差別」が「障害に起因する差別」に変えられた。 





の特徴，（c）建物の家具・調度（fitting or furniture），設備（furnishings），素材（materials），備品 
（equipment）・その他の家財（chattels），（d）その他の物理的要素や性質を意味する（20 条 10 項）。 
26 障害者に対して支援や援助を提供することであり，当該障害者の利用に適したキーボードや文書読み上 




28 EHRC,“Guidance: Reasonable Adjustments for disabled pupils”p.7  
www.equalityhumanrights.com/advice-and-guidance/education-providers-schools-guidance/key-conc
epts/reasonable-adjustments/（アクセス 2015 年 5 月 22 日） 
29 川島聡「イギリス平等法における障害者差別法と日本への示唆」『大原社会問題研究所雑誌』No.641， 
2012 年，p.39。チェ・スンチョル「正当な便宜の概念に関する研究」『障害者福祉研究』1 巻 3 号，2010 
年，pp.77-78。予測型合理的調整はイギリスで 1970 年代に形成された社会モデルがベースになっている 
と思われる。1972 年に障害をもつ当事者によって「隔離に反対する身体障害者連盟」（Union of the  


























33 韓国国家人権委員会『障害者権利条約解説集』2007 年，pp.3-6 
34 杉原努「障害者権利条約における合理的配慮の経緯:労働及び雇用の視点」『仏教大学社会福祉学部論集』 
第 6 号，2010 年，pp.74-75 
35 川島聡「障害者権利条約における障害差別禁止と合理的配慮」『障害者雇用にかかる合理的配慮に関する 
研究：EU 諸国及び米国の動向』調査研究報告書 NO.87，独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構障害 
者職業総合センター，2008 年，p.42 を基に一部修正。 
36 佐藤久夫・小澤温著『障害者福祉の世界（第 3 版）』有斐閣，2006 年，pp.11-12 




39 茂木俊彦『障害児教育を考える』岩波書店，2007 年，p.29-30 
40 茂木俊彦，同上書，p.30 
41 竹内，前掲論文，2012 年，p.83 
42 玉村公二彦・中村尚子『障害者権利条約と教育』全障研出版部，2008 年，p.27 
43 玉村・中村，同上書，pp.24-26 
44 www.jfd.or.jp/int/unconv/escap-conv2003a-bkconvdraft-j.html（アクセス 2015 年 8 月 5 日） 
45 作業部会は，政府代表 27 名（アジア地域からは日本，中国，韓国，インド，フィリピン，タイ及びレ 
バノンの 7 カ国の政府代表が参加），障害 NGO 代表 12 名（国際障害同盟を構成し，主に障害種別を代 
表する 7 国際 NGO（リハビリテーション・インターナショナル，障害者インターナショナル，インク
ルージョン・インターナショナル，世界盲人会連合，世界ろう連盟等）に加え，各地域を代表する 5 地
域障害 NGO）及び国内人権機関代表 1 名を合わせ，全体で 40 名から構成される。 
46 日本語訳は長瀬修・川島聡編著『障害者の権利条約：国連作業部会草案』明石書店，2004 年，pp.67-68 
47 玉村公二彦『障害者差別禁止法における合理的配慮規定の実効性に関する比較社会学研究』平成 17 年 
度～平成 18 年度科学研究費補助金研究成果報告書，2007 年，p.15 



















ノーマライゼーションとは，1953 年にデンマークの N.E.バンク・ミケルセン（1919 年
～1990 年）と知的障害者の親の会が協同して，福祉サービスの改善に対する親の会の要望
をまとめ，社会大臣宛に堤出した覚書のタイトルであるデンマーク語「Normalisering」を





















































































アメリカでは，1960 年代から 70 年代にかけて，障害者教育は飛躍的発展期を迎えた。
その背景には，第 1 に連邦政府による財政援助を伴った教育改革の推進があり，第 2 にマ
イノリティに対する人権保障，その重要な一環である教育保障を求める市民運動の前進が
あった10。そして 1975 年に現在のアメリカの障害児教育の基本的枠組みとなった「全障害
児教育法（Education for All Handicapped Children Act．1990 年に Individuals with 
Disabilities Education Act に名称変更された。以下，IDEA）」が成立した。同法では，①資
格を認定された全ての障害児（3～18 歳，1980 年から 21 歳まで）に対する「無償で適切






















表 7   リハビリテーション法 504 条障害者教育における「合理的配慮」 
 
教室環境の調節                   テストでの修正 
   生徒の座席位置の変更                       テストを口頭ないしテープで行う 
   教室の創作を変更する                       テスト時間の延長 
   外部刺激を減らす措置の採用                 テストの仕方の変更 
学習面での変更                 拡大文字によるテスト 
   課業を完成するための時間延長を認める      テスト問題の読むレベルを下げる 
   教授の速度を調整する             補助機器など 
   ピア・チューターをつける            手話通訳者をつける 
   講義の概要を配布する              点字翻訳機の配置 
   視覚援助機器を活動する             拡大読字機 
   教材の読みのレベルを調整する          代替え入力機 
   特別な教材を利用する 

















障害者の教育保障は，1982年の障害者に関する世界行動計画（World Programme of Action 







めに 1983 年から 1992 年の期間を国連障害者 10 年と宣言し，国連障害者の 10 年の中間点





者の機会均等化に関する基準規則（The Standard Rules on Equalization of Opportunities for 





































































1994 年 6 月，スペインのサラマンカで，ユネスコとスペイン教育・科学省共催の「特別
ニーズ教育に関する世界会議：アクセスと質（World Conference on Special Needs 
Education：Access and Quality）が開催され，「特別なニーズ教育に関する原則，政策，実
践に関するサラマンカ声明と行動の枠組み（The Salamanca Statement and a Framework 






















































その後，この作業部会草案をベースにして第 3 回から第 6 回までの特別委員会で議論を
し，その議論をもとに議長草案と 2006 年 1 月に修正議長草案が出された。ここで教育に関








障害者権利条約における教育条項は 24 条に位置づけられており，以下の 5 項によって構
成されている（表 8 参照）。なお，条文は日本政府仮訳に基づいている。 
















(c) 障害者が自由な社会に効果的に参加することを可能とすること。  







(c) 個人に必要とされる合理的配慮が提供されること。  








(b) 手話の習得及び聾ろう社会の言語的な同一性の促進を容易にすること。  
(c) 盲人，聾ろう者または盲聾ろう者の教育が，その個人にとって最も適当な言語並びに意思疎通の形態及
び手段で，かつ，学問的及び社会的な発達を最大にする環境において行われることを確保すること。  











規約）（1966）第 13 条，児童の権利に関する条約（1989）第 29 条，障害者の機会均等化
に関する基準規則（1993）（6），経済的，社会的および文化的権利に関する委員会一般的意
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る 2。（1）大韓民国政府樹立以降から 1950 年代末までの時期，（2）1960 年から 1980 年前
後までの時期，（3）1980 年前後から 1980 年代後半までの時期，（4）1990 年代前後から






１．大韓民国政府樹立以降から 1950 年代末までの時期 
 
 1945 年 8 月 15 日第 2 次世界大戦が終結し韓国は日本の植民地時代から解放を迎える。
しかし，1945 年 9 月 8 日マッカーサー傘下の GHQ に占領され，約 3 年間を直接統治され
ることになった。米軍政期には，植民地時代の法令がそのまま効力を持っていて，福祉政
策も過去日本の朝鮮総督が定めた朝鮮救護令と軍政法令に基づく，消極的救貧策に過ぎな
かった 3 。その後，1948 年 8 月 15 日大韓民国政府樹立と共に米軍政期は終わるが，1950







 この時期は，軍事援護法（1950 年），警察援護法（1951 年），戦没軍警遺族と傷痍軍警年
金法（1952 年），国民医療法（1951 年）が制定されたが 5，社会福祉全体を包括する法律
は制定されていない。 
 








法 6（1963 年）などの法律を制定させた。 
朴正熙政権は，「自主国防」と「自主経済」を政策目標とし，「先建設・後分配」をスロ








として，淪落行為等防止法 9（1961 年），児童福利法 10（1961 年），未成年者保護法（1961
年），社会福祉事業法（1970 年）が制定された。しかし，法体系の整備に過ぎず具体的な社
会福祉制度の基盤が整備されたとは言い難い。 









られなかった 11。  
 
３．1980 年前後から 1980 年代後半までの時期 
 
 1961 年から 18 年間続いていた朴正熙軍事政権は 1979 年に終わる。その後，再びクーデ
ターによって全斗煥
チョン・ドファン
軍事政権（1980 年～1987 年）の第 5 共和国が発足する。1980 年に













４．1990 年代前後から 1997 年までの時期 
 
















国民年金制度（1988 年），皆保険（1989 年），母子福祉法・母子保健法（1989 年）障害者
雇用促進法（1990 年）などを制定させた。 









融市場に対する開放圧力が加重された。また，1996 年 OECD 加入で，金融市場の早期開放
の状況を迎え，金融産業発展と競争力強化のために，1997 年には金融改革法案を用意した
が，財政悪化による IMF 危機に直面することになる。このような経済・社会的状況の中で，
1997 年に「第 1 次障害者福祉開発 5 ヵ年計画」が発表された。これは「老人・障害者福祉
総合対策」（1996 年 3 月）の樹立，「障害者団体代表招請国政座談会建議事項措置計画」（1996
年 5 月）などその間発表された障害者福祉施策等を基本にして福祉・教育・雇用部分など


























る福祉社会に向かう特殊教育 5 ヵ年計画」（1998 年～2002 年）が立てられた。同計画は特
殊教育機関の増設を通じた障害者の教育機会の拡大，統合教育の基盤構築，特殊教育教員











からは，2000 年に高齢化率が 7.2％となって高齢者社会が到来したこと，さらに 2019 年に
は高齢化率が 14％を超えることが予測され，早い速度で高齢社会を迎えることが確実視さ
れていることである。加えて少子化の進行も著しい。1976 年に 3.2 であった合計特殊出生
率が，1999 年は 1.42，2003 年 1.19，2005 年 1.08 と，早い速度で進行している。 
この時期，社会福祉の分野では，こうした変化に対応するため新たな制度が次々と構想

































2009 年 3 月の閣議で行政安全部が提出した国家人権委員会の職制改正令を最終議決した。
これに伴い，国家人権委員会は 208 人の定員が 164 人になり，人権委員会の局も 5 つ（人












第２節 金大中政権における福祉国家形成の開始と再編 26 
 










































るいは再編政策が同時に進められたのである。武川（2010）は，Welfare と Workfare の同
時進行が韓国の福祉国家を特徴づけており，「人間開発中心の福祉（労働を通じた福祉）」








的・制度的基盤を強化する 27。次頁の表 9 は，金大中政権の時期に市民運動・在野運動の出











表 9   金大中政権時期に中央政府に抜擢された市民運動・在野運動の出身者   （単位:名） 
 








合計 A 合計 B 






監査院不正防止対策委員会 0 2 10 0 12 34 
(51.5%) 民主平和統一諮問会議 1 1 1 0 3 
腐敗防止委員会 0 0 1 1 2 
第二建国汎国民推進委員会 0 0 10 0 10 
その他 0 2 5 0 7 
行政所属委員会 国務総理・傘下機関所属諮問委員会等 0 1 4 0 5 15 
(22.7%) 行政部処所属委員会等 3 3 3 0 9 
その他 0 0 1 0 1 
政府主導民間 
団体 
公社等 0 0 3 0 3 6 
(0.9%) 民族和解協力汎国民協議会 0 0 3 0 3 
不明 不明 1 - - - - - 
 合計 5 9 50 3 66  
比率 8.6% 13.6% 75.8% 4.5% 100.0% 
注：同じ人物が同一委員会で委員から委員長になるなどの場合，複数の諮問委員会委員になる場合などがある 
ため人数は延べ人数となっている。実際の人数は 28 名である。 




































































































































2003 年 10 月には，東アジア国際シンポジウムを開催する等，各国の差別禁止法関連専
門家が招待され，法律や立法運動の状況などが報告された。そして公開討論会の結果を踏
まえて，障害者差別の実態を集め，それを土台に 2003 年 11 月から 2004 年 4 月までの 6
ヶ月間，チーム別に草案作りを行った。2004 年 5 月具体的な差別行為を入れ込んだ草案検
討のため，100 名がソウルで二日間の大規模討論会を開催，同年 7 月から 9 月に地域巡回
公聴会を 8 つの都市で開催している。これらの一連の活動で得た障害当事者や関係者の声
を反映させた「障害者差別禁止及び権利救済等に関する法律（案）」を 9 月に発表し，法学
者等の諮問討論会を経て 2004 年 11 月に障推連案を公表したのである。障推連案は，①国
家人権委員会から独立した障害者差別禁止委員会の設置，②実効的な権利救済手段として
の是正命令，③立証責任の転換，④懲罰的賠償制度導入の 4 つの主要獲得目標を設定した。 
























年 9 月 20 日国会に発議される。しかし，国会の動きはなかった。障害者差別禁止法制定は
社会的負担を大幅に増加させるので現実的に時期尚早という見解を示し，検討を遅らせて
いた。さらに，障害者差別禁止法案が法制司法委員会で扱われることを望む障推連の意図











３) 法制定の時期（2006 年～2007 年） 
 
 2006 年 5 月「大統領諮問貧富格差是正委員会」より，民と官の共同で障害者差別禁止法
を作るという提案があり，政府の関係部署と障推連で構成する「障害者差別禁止法民官共
同企画団（以下，共同企画団）」が結成された。共同企画団は 2006 年 12 月までに数回の会
議を行っており，ここでの議論のベースとなったのが，民主労働党案すなわち障推連案で




























て開かれたウリ党の発議日と同日の 12 月 18 日に 38 名で共同発議した。こうした開かれた
ウリ党とハンナラ党の競争的な動きが障害者差別禁止法制定を速やかに推進させた重要な
政治的背景となり，その結果，2005 年に国会に出された民主労働党案（障推連案）を含め
て 3 党の法案が国会に提案される。3 党が同法を発議したのでこれらを一つに統合する必要
があった。国会保健福祉委員会は 3 党の案を 2 月初めに併合審議した。2007 年 2 月 7 日，
法案審査小委員会では開かれたウリ党案を中心に一つの法案として統合し，審議手続きに








章 50 条で構成されている。総則では，障害および差別行為などについて規定し，第 2 章で
は，差別禁止規定を「雇用」，「教育」，「財貨とサービスの提供および利用」，「司法・行政
手続きおよびサービスと参政権」，「母・父性権・性等」，「家族・家庭・福祉施設・健康権




































































































第 47 条は，立証責任の配分に関する条項である。1 項では「この法律と関連した紛争解
決において，差別行為があったという事実は，差別行為を受けたと主張する者が立証しな









































































障害者差別禁止法の中で，教育に関する条項は第 2 章，第 3 章に規定されており，特に
第 2 章第 14 条は「正当な便宜」提供義務を規定している。これらを章節別に示せば，表 10
のとおりである。 
表 10   法における教育と「正当な便宜」 
 
章 節 条             条 文 
第 1 章 
総則 
 
第 3 条 





7 教育責任者とは，第 6 号による教育機関の長または運営責任者をいう 






















②第 1 項の規定による教育機関の長は障害者等に対する特殊教育法第 17 条の規定を遵守し
なければならない 












⑧国家及び地方自治団体は，障害者に障害者等に対する特殊教育法第 3 条第 1 項による教育
を実施する場合，正当な事由なく該当教育課程に定めた学業時数を違反してはならない 
第 1 4 条 
正 当 便 宜 
























③第 1 項を適用することにおいて，その適用対象の教育機関の段階的範囲と第 2 項による障
害学生支援部署及び担当者の設置及び配置，管理監督等に必要な事項は大統領令で定める 





第 28 条 
母 ・ 父 性 











康 権 等 
第 30 条 
家 族 ・























第 33 条 
障 害 
女 性 








































に施行されるものと，第 9 条のように段階的に適用されるものが見られる。 
表 11   施行令における教育と「正当な便宜」 
 
  条 条 文 
第 4 条 教育機関 
法律第 3 条第 6 項のその他，大統領令で定める機関とは，次の各号の機関をいう 
1 英才教育振興法第 2 条による英才学校と英才教育院 
2 在外国民の教育支援等に関する法律第 2 条第 3 号による韓国学校 
3 教員等の研修に関する規定第 2 条第 1 項による研修機関 
4 公務員教育訓練法第 3 条第 1 項による中央教育研修院，同法第 4 条第 1 項による専門教育訓練機関 
第 8 条 「正当な便宜」の内容 





第 9 条 教育機関の正当な便宜提供の段階的範囲  
法律第 14 条第 3 項による教育機関の段階的適用範囲は以下のとおりである 





2 次の各目の施設：2011 年 4 月 11 日から適用 
ア.第１号ナ目以外の幼児教育法に伴う国･公立幼稚園 
イ.初･中等教育法に伴う国･公･私立各級学校(第 1 号タ目も学校は除外する) 
ウ.高等教育法に伴う国･公･私立各級学校 
エ.保育する嬰幼児の数が 100 人以上の国･公立及び法人の保育施設(第 1 号ラ目の施設は除外) 
オ.英才教育振興法第 2 条に伴う英才学校と英才教育院 





教育施設は延面積 2500 ㎡以上の規模の生涯教育施設に限る 
エ.国公立及び法人が設置した保育施設 
オ.教員等の研修に関する規定第 2 条第 1 項による研修機関 
カ.公務員教育訓練法第 3 条第 1 項による中央教育研修院及び第 4 条第 1 項に伴う専門教育訓練機関 
第 10条 障害学生支援部署及び担当者 







業教育訓練機関及び第 4 条による教育機関の場合：障害学生のための担当者を置かなければならない 
②教育責任者は，第 1 項による障害学生支援部署または担当者の活動内容及び障害学生の利用実態を定期的に





































































































・学校内に階段のほか各階を上り下りできるようにスロープやエレベーターが設置されている  ＊   
・教室，職員室，音楽室，図書室などの教育活動が行われいるすべての施設は車いすを利用する 






補助員の配置 ・障害児童生徒が必要とすれば，教育補助員を提供する                   ＊ 












する                                            ＊ 
・障害の特性および類型を考慮して試験および評価時間を延長する                          ＊ 
・試験及び評価を行う際に障害の特性を考慮した評価方式（試験方式の変更）を運用して同等に 
参加できるようにする                                                             ＊ 
障害学生支援
部署 
・教育活動を支援するための別途の部署を設けている                                      ＊ 
・別途の部署ではないが，学生課など関連部署内に障害児生徒の教育活動を支援するための担当 







































































































































































2001 年から障害者差別禁止法の施行前である 2007 年までに国家人権委員会に受付・処
理された障害者の教育差別の申立件数は補強調査，政策勧告，判断不可などを含め全体で
90 件であった。表 13 は，障害者差別禁止法施行後（2008.4.11～2012.12.31）の教育差別
の申立類型である。障害者差別禁止法施行前後を比べると，まず申立事件の数的増加が見
られる。障害者差別禁止法の制定前 7 年間で 90 件だった申立件数が，同法が施行された
 86 
 






表 13   教育分野における申立類型                 （2008.4.11～2012.12.31）     















いじめ  その他 
2008 件数 61 9 14 14 7 6 3 8 
2009 件数 49 16 2 8 13 1 3 6 
2010 件数 55 4 10 12 6 4 7 12 
2011 件数 62 10 6 7 1 3 ‐ 35 
2012 件数 96 9 2 13 3 51 2 16 
総件数 323 48 34 54 30 65 15 77 










表 14   教育分野の申立案件処理状況                （2008.4.11～2012.12.31）   

































勧告の 3 件である。その内訳は「障害差別是正勧告事例集」（2008 年 4 月 11 日～2010 年 9

























① 申立された教育研修機関に「インターネット Web コンテンツアクセス指針」を参考に障
害者の情報への保障がされるよう遠隔教育コンテンツを補完することと，視覚障害者の
ため点字もしくはファイル形態の補助教材を提供することを勧告する。 






① インターネットの Web コンテンツアクセスと関連し，国際的 Web 標準化機関である
W3C （World Wide Web Consortium）は障害者も Web コンテンツの利用に困難がないよ
う 1995 年に「Web コンテンツアクセス指針 1.0」を制定しており，韓国は WCAG （Web 
Content Accessibility Guidelines） 1.0 を参照し，国内実情に合う「インターネット Web
コンテンツアクセス指針」を 2005 年に国の標準として制定した。そこには障害者が Web
コンテンツを利用するに当って必要な 14 の原則を提示している。 
② e-ラーニングによる遠隔教育教員研修機関は 2000年から設立し始め 2007年まで全国に
65 カ所の機関で運営されている。e-ラーニングによる遠隔教育はサイバー家庭学習シス
テムなどの初等・中等教育分野とサイバー大学，サイバー職業教育センター等の高等教
育及び生涯教育分野にまで急速に広まっている。昨年国内 e-ラーニング規模は 546 の政


























勧告２ 障害を理由とした入学不許可に関する勧告        
08 진차（差別行為）623・648 併合 2008.12.22 決定                   
申立人：X 大学の博士課程受験者（知的障害者） 





















② 入学選考評価は書類選考と口述試験に分けられるが，申立人は 100 点満点中，書類選考



























勧告３ 障害者の移動権の未確保による学習権侵害に関する勧告  
10 진차（差別行為）175100 併合 2012. 6.13 決定             
申立人：Y 大学の学生（身体障害者） 



































































































































2  嚴基郁「韓国の社会福祉」中村優一・一番ヶ瀬康子編集『世界の社会福祉アジア』旬報社，1998 年，p.428 
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6  労働者が任意加入する制度として制定され，1965 年に最初に医療保険組合が発足した。しかし，強制加 
入ではない保険制度は，社会の保険に対する認識の欠如及び雇用主のコスト回避によって広まらず，
1977 年に至っても実験制度によってカバーされた加入者は，わずか 6 万 3000 名のみであった。79 年
から全ての公務員及び私立学校教職員を強制加入させる健康保険制度を実施した。1970 年代後半から公
務員，教職員及び正規労働者を対象に医療保険組合が設置されていったのに対して，一般地域住民と農
漁村を対する地域医療保険組合は 1987 年 11 月，都市自営業者は 1989 年 7 月にようやく設立された。
ここで，韓国においては実質上皆保険が達成されたのである（井上久子「韓国の社会保障」足立正樹編
『各国の社会保障』法律文化社，1993 年，p.168）。 
7  金蘭九，同上論文，2002 年，p.210 
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国における民主化運動の名称で 1987 年 6 月 10 日から 6 月 29 日まで韓国で全国的に行われた反独裁・ 
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20  ジョン・ドンヨン，前掲書，p.135 
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は「抱き込む」の用語を用いている。  
29  小此木，同上書，p.99 
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ることにする。なお，用いる用語は以下の表 15 に示す。 
 
表 15   障害児教育に関する基本用語の韓日比較表 
 
ハングル 日本語訳 日本の特別支援教育における表現 
특수교육 特殊教育 特別支援教育 
특수교육교원（특수교사） 特殊教育教員（特殊教師） 特別支援教育教員 
특수학교 特殊学校 特別支援学校 
특수학급 特殊学級 特別支援学級 
정당한 편의 正当な便宜 合理的配慮 




１．障害児教育の始まりの時期（1870 年～1910 年）1  
 





















































1905 年 12 月，日本は朝鮮に韓国総督府を設置した。初代総監は，伊藤博文である。当時の朝鮮に
おける孤児養育，障害児更生施設は，僅かに外国人が布教の傍ら経営している 2・3 か所を数える他，
朝鮮人の事業としては 1906 年 2 月に設立した京城孤児院が唯一であった。この京城孤児院は，朝鮮









の際，日本の皇室より朝鮮に臨時恩賜金 3 千万円が渡された。続いて，1911 年，孤児の養育基金とし
て，日本の臨時恩賜金より 50 万円が朝鮮総督府に渡された。そこで，朝鮮総督府は，京城府が官権
ですでに 1910 年 2 月に強制的に収容した京城孤児院の事業を土台にし，同年 6 月「朝鮮総督府済生
院規程」（朝鮮総督府令 77 号，全文 8 条）を制定した。 
1912 年，朝鮮総督府は韓国全域に「朝鮮教育令」を実施する傍ら，同年 2 月には，朝鮮総督府済
生院医療部を設置した。以降，朝鮮総督府は京城府に朝鮮総督府医院を，各道に道慈恵医院を開設し
た。続いて，同年 3 月 27 日，朝鮮総督府は，勅令第 43 号により「朝鮮総督府済生院官制」（全文 7
条）を制定・公布し，同年 4 月 1 日から施行された。 
 



































 1945 年 8 月に日本の植民地から解放後，アメリカ軍政期の 1945 年 10 月に済生院盲唖部





















の後学校制度へと変わったものが多い 18。1950 年代から 1970 年まで全国的に国公立の特







法（Education for All Handicapped Children Act）が制定される。 
これらの国際的な動向を背景として，韓国では，大韓民国憲法第 10 条，第 11 条 1 項，











「特殊教育法」）が制定された。これによって，3 歳からの幼稚園課程から 18 歳までの高等
学校課程までが義務教育となり，3 歳未満及び高等学校課程後の専門科課程が無償教育とな
った（表 17 参照）。 




表 17   韓国における特殊教育振興法から特殊教育法制定までの主な内容変更 
 
法律名 特殊教育振興法 









































般学校内の便宜施設義務化   
希望時一般学校に配置可能，一
般学校内の便宜施設義務化  
義務教育 義務教育：小，中 義務教育：小，中 義務教育：幼，小，中，高 








出所：キム・ウォンキョンほか，2009 年，p.66 を基に一部修正。 
憲法 
第 10 条 
すべての国民は，人間としての尊厳及び価値を有し，幸福を追求する権利を有する。国は，
個人の有する不可侵の基本的人権を確認し，これを保障する義務を負う。 
第 11 条 1 項  すべての国民は，法の前に平等である。何人も性別，宗教又は社会的身分により，政治的，
経済的，社会的，文化的生活のすべての領域において差別を受けない。 
第 31 条 1 項 すべての国民は，能力に応じて，均等に教育を受ける権利を有する。 
















される教育（第 2 条 1 項）」と定義している。特殊教育関連サービスとは，「特殊教育対象
者の教育を効果的に実施するために必要な人的・物的資源を提供するサービスとして，相
談支援，家族支援，治療支援，補助人材支援，補助工学機器支援，学習補助機器支援，通
学支援及び情報アクセス支援等（第 2 条 2 項）」であり，教育監 20や学校長に提供義務を課
















法の全面改正は，「障害友権益問題研究所（장애우권익문제연구소）」23 を中心とし 1993 年に結成さ
れた障害当事者団体（当時，障害者の福祉のための共同対策委員会）の積極的な法律改正運動と韓国
特殊教育協会など特殊教育専門家（団体），政府が「共に」推進された。 
























発達遅滞」と定義されている。同法 15 条及び施行令 10 条に基づく特殊教育対象児童・生















表 18   韓国における特殊教育対象児童・生徒の選定基準 
 





































に遅滞して特別な教育的措置が必要な幼児及び 9 才未満の者 
出所：韓国教育部『2013 年特殊教育統計』 なお，原表のハングルの日本語訳は筆者による。 
 













































定施行規則第 2 条） 





教育教育監または教育長が特殊教育支援センターに診断・評価回付   





















 表 19 は，2015 年 4 月 1 日基準の特殊教育状況を示したものであり，2014 年に 87,278
人であった特殊教育対象児童生徒数が 2015 年には 88,067 人で 789 人増加している。 
 


































視覚障害 1,353 291 435 9 2,088 
聴覚障害 952 765 1,752 22 3,491 
精神遅滞 14,891 28,744 4,001 80 47,716 
肢体障害 3,707 4,246 3,010 171 11,134 
情緒・行動障害 199 1,624 707 - 2,530 
自閉症障害 4,000 5,363 675 7 10,045 
意思疎通障害 85 997 961 2 2,045 
学習障害 13 1,891 866 - 2,770 
健康障害 48 238 1,649 - 1,935 
発達遅滞 283 2,192 1,566 272 4,313 






障害嬰兒 179 - - 563 742 
幼稚園 883 2,039 1,822 - 4,744 
小学校 6,472 20,991 6,128 - 33,591 
中学校 6,142 11,312 3,654 - 21,108 
高等学校 7,581 11,823 4,018 - 23,422 
専攻科 4,274 186 - - 4,460 
計 25,531 46,351 15,622 563 88,067 
学校及びセンター数 167 7,397 6,972 196 10,908 
10,528 
学級数 4,454 9,868 (14,580) 61 28,963 
特殊学校(級)教員数 7,863 10,185 - 291 18,339 
特殊教育補助員数 3,386 6,483 471 - 10,340 
出所：『2015 特殊教育年次報告書』教育部，2015 年，p.6 
 
表 20 は，障害者権利条約批准前後と障害者差別禁止法及び特殊教育法制定前後である




表20  特殊教育対象児童・生徒の推移（2007年～2013年）         単位：人 
 
















幼稚園 1,032 976 856 869 599 634 720 1,394 1,494 1,626 1,727 1,927 3,125 3,236 3,303 4,190 
小学校 7,657 7,458 7,271 6,633 22,498 22,887 22,469 21,087 2,597 3,629 4,295 5,798 32,752 33,974 34,035 33,518 
中学校 6,286 6,346 6,181 6,293 7,500 8,379 9,197 12,023 1,481 2,108 2,568 3,925 15,267 16,833 17,946 22,241 
高等学校 6,541 8,620 7,143 7,555 4,743 5,957 6,994 10,631 2,065 2,864 3,416 4,280 13,349 17,441 17,553 22,466 
専攻科 1,447 1,755 2,062 3,594  0  ― ― 46 0  ― ― ― 1,447 1,755 2,062 3,640 
計 22,963 23,400 23,513 25,138 35,340 37,857 39,380 45,181 7,637 10,227 12,006 15,930 65,940 71,484 74,899 86,249 






























いる。2007 年には，一般学校に配置された児童・生徒数は 4 万 2977 名，6 万 5940 名の特
殊教育対象児童・生徒全体の 65％であった。しかし，2013 年には 6 万 1111 名が一般学校
に配置され，比率も 71％となっており，数字上では多くの特殊教育対象児童・生徒が一般
学校の特殊学級と一般学級で教育を受けているということができる。課程別にみると幼稚
園で 67％から 79％，小学校で 77％から 80％，中学校で 59％から 72％，高校で 51％から
66％，専攻科で 0％から 1％と全課程でその割合が増加している。特に幼稚園と中学校及び



















































































































名と障害児教育に携わる教師 2 名を対象とした。調査対象者の属性等は表 21 のとおりであ
る。本調査は，個別対面的に半構造化インタビューを行った。調査に費やした時間は一回











表 21   調査対象者の属性等 
 



















































ソウル市ダンジュン小学校             
教歴 15 年 
2013.11.21  
注：当該障害児生徒年齢は 2014年 12月時点の年齢であり，年齢と学年が異なるのは入学の留保があったからである。 




















(１)「正当な便宜」獲得のための 3 つのプロセス 
 
親である A・B・C の事例から親たちは子どもが学校生活や学習活動に参加する上で何ら





以下の表 22 に示す。 
 















































































































的な姿勢がうかがえる（図 4 参照）。 
 
















   学校 
    全体の 





  全体の 










































んが 1 年に 5 名の友だちができるように支援してほしい 32と学校側に要求し，それに対し
 119 
 










































任らは b と c を必要しているのだとすれば，a と b と c を折衷して d を提案します。 
 



































































たちから，障害児にあてて書かれた手紙があった。そのなかで 4 年生の 1・2 学期が終わる
に当たって書かれたものを見ていく。 
 






「私は初めて A 君に会った時少し怖かったが，今は友だちのようになってきた」 
  「僕は A 君が初めて教室に入って来た時，とてもよかった。でも A 君が声を上げたり，物を投げる時
は少し不便に感じるが A 君が笑う時は本当に気分がよかった。僕の親友 A 君，その笑顔をとわに
かみしめよう」35 
  「私は初め A 君と同じクラスになった時，とても嫌だった。なぜなら私は障害者がとても怖かったし，
暴れる時とても怖かった。でも一緒に過ごしてみると，A君の良い点が多く私との共通点もあるね。
A 君は歌好きでしょ。私も好きよ。２学期からはもっと仲良く過ごしたい。怖いと思ってごめんね」 
  「初めて会った時少し驚いた。なぜなら初日から発作を起こしたから。今も A 君を怖がっているけど
これからはより親しく過ごして仲良くなれればいいね」 
  「A 君と１学期を過ごしていろんなことを感じた。障害者も人間だし，感情もあり，好きなものもあ
るんだなと感じた」 
  「初めて会った時少し恐ろしかった。でも一緒に遊んでいて…A 君が好きになったよ。夏休みは元気
に過ごし，2 学期に笑顔で会おうね」 











ここでは児童の対応には大きく 4 つに分類される。 






ように見られると私ならくやしいと思う」                       (イ) 
「私は宇宙人を見るように見たことがあると思う，A 君と両親はとても悲しいと思う，私は A 君と遊
んであげるのが楽しいです，私も障害者なら悲しい，そして A 君を友だちだと思います，だから宇
宙人を見るようには見ないでほしいです」                      (イ・ロ) 
「A 君と初めて会ったときは不思議で宇宙人のようにみた，そして同じ人間なのに可哀そうだと思っ
た，一緒に過ごして障害者も私たちと同じように話し，息をし生きる人だとわかった，もう障害者
に対する偏見を持たない」                              (ロ) 




努力する」                                     (ニ) 












ここでは大まかに悲観的に捉える子どもが全体の 17 名，前向きが 3 名，ニュートラルが






































































                                                   
1  韓国では教育の歴史に関する研究の多くは教育の近代化が始まった時期を起点としている。教育の近代 
化が始まった時期は開化期（1870 年代から 1910 年に至る）であるとみており，本稿においても開化期か
らの障害児教育の展開を論じる。 













4  1881 年 4 月 10 日から約 4 カ月にかけて日本に派遣した文物視察団（62 名）である。 
5  キム・ヨンウクほか『特殊教育学第 4 改訂版』教育科学社，2009 年，p.61 
6  キム・ビョンハ『韓国特殊教育論：我が国の特殊教育（学）の正体性』大邱大学出版部，2011 年，p.70 
なお，韓国語の日本語訳は筆者による。 
7  同上書，p.85。ミルズ女史とされており，1887 年中国に初めて聾学校を設立した。設立初期には A.G. 
ベルの視話法を基礎とした言語指導法が導入された。 
8  金蘭九「障害児教育政策の史的展開：韓国の視覚障害児教育政策と日本との関わりを中心に」『九州看 
護福祉大学紀要』6（1），2004 年，p.131 
9  金蘭九，同上論文，p.132 
10  キム・ヨンウクほか，同上書，p.62 
11  金蘭九，同上論文，p.135。キム・ヨンウクほか，同上書，p.62 
12  1925 年 9 月に創刊し 1945 年 1 月まで通巻 229 号まで発行された。 







14 1948 年に制定され，1952 年まで存在した大韓民国の憲法で建国憲法とも呼ばれている。前文と本文 
10 章 130 条で構成されている。 
15  チョ・ゼグ「韓国の特殊教育の成立と展開」慶尚大学教育大学院修士学位論文，2002 年，p.21 
16  再活とは，リハビリテーションの意味であり，正式名称は延世大学セブランス病院小児再活院附則小学 
校である。 
17  朴在国・朴華文「韓国における障害児教育改革」『リハビリテーション研究』98 号，1997 年，p.2 
18  キム・ヨンウクほか，同上書，p.64 
19  佐藤竜二「韓国における障害のある子どもへの合理的配慮：法的根拠と具体的配慮について」『世界の 
特別支援教育』（24），2010 年，p.80  
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21  ハン・ヒョンミン「韓国特殊教育法研究 20 年の成果と課題」大韓教育法学会編著『教育法学研究動向』 
韓国学術情報，2007 年，pp.254-256 
22  当時の韓国社会では障害は抑圧され，隠される存在であった。そのため，ものが言える社会的状況では 
なかった。それを筆者は消極的態度と表現しているが，不適切であると考える。適切に表現するなら，
社会的背景により，発言することができる状況ではなかった。 




の改正過程に積極的に参加し，主導的な役割を担った（http://www.cowalk.or.kr/ アクセス日 2015 年
12 月 2 日）。 
24  韓国では「就学」（취학）を「配置」（배치）と称する場合が多い。 
25  2013 年 8 月の 10 日に実施した障害者教育権連帯事務局長へのインタビューによる。 
26  教育人的資源部は 2013 年から教育部へと名称が変更されている。 
27  原文はハングルであり，日本語文は筆者訳による。 
28  2013 年 11 月の 21 日に実施した前ソウル市障害児者父母会会長へのインタビューによる。 
29  2013 年 8 月の 10 日に実施した全国障害児父母会連帯事務局長へのインタビューによる。 
30  全国障害児父母会連帯は，2003 年に設立された障害者教育権連帯を引き継ぐ団体で，2008 年からこの 
名称になった。現在全国 16 カ所に支部を設置している。 
31  盛山和夫『社会調査法入門』有斐閣，2004 年，pp.16-17 
32  親は学校に継続的に通うためにも友だちという存在を通じて心の安らぎを感じるようにすることが最 
も必要だと考えた。しかし多動で椅子に座ることが困難で，パニックに陥ることも多く，自らの意思で
人間関係を築くことが容易ではないため，1 年に 5 名の友だちができるように支援してほしいと学校側
に要求した。 
33  川島聡 「英国平等法における障害者差別法と日本への示唆」『大原社会問題研究所雑誌』No.641，2012 
年，p.39 
34  シム・ゼジン，前掲論文，p.10 
35  低学年（1 学年，2 学年，3 学年同じクラス）からの友だちである。 

















































提起は，1960 年代末から 1970 年代における障害児者の教育権保障運動につながり，1979
年の養護学校教育の義務化を準備した。糸賀一雄の最大の功績は，『能力』観を変革したこ
とである」と述べている 2。 
戦後日本の日本国憲法第（1946 公布 1947 施行）26 条では，「すべて国民は，法律の定
めるところにより，その能力に応じて，ひとしく教育を受ける権利を有する」とし，また，





































1945 年 8 月，日本はポツダム宣言を受諾し，第二次世界大戦は終結した。戦後の障害児
教育は，聾教育教師たちの熱義と連合国軍最高司令官総司令部（以下，GHQ）の対日占領
政策から始まる。 





て活動を開始した。1946 年 2 月 28 日，古谷史映らは，安倍能成文部大臣に会見し，①聾
唖教育の義務制即時実施，②聾唖学校と盲学校の分離等を要求するとともに，3 月来日予定















第二は，6・3・3 制レベルでの包摂である。報告書の基調は，「6 年制の初等教育―3 年制 






1946 年 8 月には，内閣の直属機関として「教育刷新委員会」が設置され，教育基本法の
制定を中心に戦後の教育改革が本格化する。教育刷新委員会は 49 年 6 月に教育刷新審議会
と改称し，52 年 6 月に中央教育審議会が設置されるまでの約 6 年間存続して，合計 35 回
（51 事項）にわたる建議 8を行った。そして，この教育刷新委員会の建議が基になって，






こと 9や盲・聾教育界の一致団結した運動もあり，1948 年 4 月に盲学校及び聾学校の就学
義務及び設置義務に関する政令が公布され，小学部 1 年から学年進行で順次義務化されて



























の高等部でも訪問教育を本格的に実施するようになる 14。訪問教育は 1989 年国連で採択さ












前述のように戦後の日本の障害児教育は，1947 年に制定された学校教育法第 6 章に定
められた「特殊教育」という名のもとに，約 60 年間展開されてきたが，2006 年 6 月 24 日
に学校教育法等の改正によって，「特殊教育」は「特別支援教育」へと改められ，2007 年 4
月から施行されている。こうした特殊教育から特別支援教育への転換は 2001 年に文部科学
省が公表した「21 世紀特殊教育の在り方について（最終報告）」と 2003 年の「今後の特別
支援教育の在り方について（最終報告）（以下，特別支援教育最終報告）」に基づいている。
以下，2 つの最終報告の概要を述べる。 











































































とを目的とする」とされている。表 23 は，2014 年度における特別支援学校の状況を示し
たもので，表 24 は，特別支援学校への就学基準を示したものである。 
 
表 23   特別支援学校数及び在籍幼児児童生徒数 ―国・公・私立計―    2014 年 5 月 1 日現在 
 
障害区分 学校数 学級数           在籍幼児児童生徒数 
幼稚部 小学部 中学部 高等部  計 
単一障害 視覚障害 65 1,217 196 595 427 1,794 3,012 
聴覚障害 88 1,793 1,140 1,937 1,233 1,622 5,932 
知的障害 514 15,996 69 18,830 16,572 40,939 76,410 
肢体不自由 130 4,216 36 5,149 3,032 3,449 11,666 
病弱 63 982 - 905 785 782 2,472 
複数障害 視覚・知的 1 56 14 124 94 - 232 
視覚・病弱 1 18 - 7 3 22 32 
聴覚・知的 10 238 53 177 147 403 780 
知的・肢体 141 6,353 8 7,273 5,620 11,905 24,806 
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知的・病弱 13 539 - 601 546 1,025 2,172 
肢体・病弱 23 873 13 909 573 731 2,226 
視・肢・病 1 35 2 28 24 25 79 
聴・知・肢 1 58 5 59 50 68 182 
聴・知・病 1 38 18 40 21 60 139 
知・肢・病 26 919 4 916 777 1,469 3,166 
聴・知・肢・病 1 50 3 48 38 94 183 
視・聴・知・肢 1 86 8 92 59 121 280 
視・聴・知・肢・病 16 550 17 478 492 861 1,854 
      計 1,096 34,017 1,586 38,168 30,493 65,370 135,617 
この表は特別支援学校が学則等で受け入れを明示している障害種別で分類したものである。 
出所：文部科学省初等中等教育局特別支援教育課『特別支援教育資料』2015 年，p.2 を基に筆者修正。 
 




























特別支援学級は，学校教育法第 81 条第 2 項に基づいて設置される 24。2014 年には，表
25 のように，小・中学校合わせて 49,743 学級，174,881 人である。学校教育法上は高等学
校にも特別支援学級を設置することが可能であるが，一部の私立学校などを除いては，特






表 25   特別支援学級数及び特別支援学級在籍児童生徒数 ―国・公・私立計― 
 
区分        小学校      中学校 合計 
学級数 児童数  学級数 生徒数 学級数 児童生徒数 
知的障害 16,369 62,591 8,271 32,230 24,640 94,821 
肢体不自由 2,016 3,205 780 1,159 2,796 4,364 
病弱・身体虚弱 1,142 1,992 480 781 1,622 2,773 
弱視 317 365 92 106 409 471 
難聴 652 1,029 266 410 918 1,439 
言語障害 458 1,460 103 148 561 1,608 
自閉症・情緒障害 14,616 58,376 6,490 23,248 21,106 81,624 
総計 35,570 129,018 16,482 58,082 52,052 187,100 
中等教育学校の特別支援学級はなし 




規則第 140 条および関連規則にある。通級による指導の対象は毎年増加しており，1993 年
度が 12,259 人であったが，表 26 のように 2014 年度は 83,750 人と 6.8 倍となっている。
特別支援学級及び通級による指導の対象者基準となる児童生徒の障害の程度と種類は，表
27 のとおりである。 
表 26   通級による指導の実施状況 
 
区分 小学校 中学校 合計 
 
言語障害 
人数     ％ 人数      ％ 人数     ％ 
34,071 45.2 304 3.6 34,375 41.0 
自閉症 11,363 15.1 1,977 23.6 13,340 15.9 
情緒障害 7,783 10.3 1,609 19.2 9,392 11.2 
弱視 160 0.2 30 0.4 190 0.2 
難聴 1,796 2.4 385 4.6 2,181 2.6 
学習障害 9,554 12.7 2,452 29.2 12,006 14.3 
注意欠陥多動性障害 10,593 14.1 1,620 19.3 12,213 14.6 
肢体不自由 35 0.05 5 0.06 40 0.05 
病弱・身体虚弱 9 0.01 4 0.05 13 0.02 
総計 75,364 100.0 8,386 100.0 83,750 100.0 









表 27   特別支援学級及び通級による指導の対象者基準 
 
特別支援学級 通級による指導 
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注 意 欠 陥






出所：「障害のある児童生徒の就学について（通知）（平成 14 年 5 月 27 日 14 文科初第 291 号）及び「通級による指導
の対象とすることが適当な自閉症者，情緒障害者，学習障害者または注意欠陥多動性障害者に該当する児童生徒









ればならない。学校教育法施行令第 18 条 2 が改正され，2007 年 4 月から「就学決定時に







































第 3 節 「合理的配慮」の法制整備 
 











中的な改革を行うため，2009 年 12 月 8 日に「障害者制度改革推進本部の設置について」26
閣議決定し，内閣に障害者制度改革推進本部を設置した。そして，同年 12 月 15 日には「障
害者制度改革推進本部」の本部長決定で障害者施策の推進に関する事項について意見を求
めるため，障害者・学識経験者などで構成される「障害者制度改革推進会議（以下，推進
会議）」を設けることとなった。推進会議の開催状況は表 28 のとおりである。 
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表 28  推進会議開催状況 
 
回数 年月日 主要議題 
第 1 回 2010.1.12 推進会議の運営，今後の進め方 
第 2 回 2010.2.2. 障害者基本法 
第 3 回 2010.2.15 障害者自立支援法，総合福祉法（仮称） 
第 4 回 2010.3.1 雇用，差別禁止法，虐待防止法 
第 5 回 2010.3.19 教育，政治参加，障害の表記 
第 6 回 2010.3.30 司法手続き，障害児支援，医療 
第 7 回 2010.4.12 共通・情報へのアクセス，建物の利用，所得保障，障害者施策の予算確保 
第 8 回 2010.4.19  団体ヒアリング 
第 9 回 2010.4.26 各省等ヒアリング（法務省・文部科学省，教育関係団体・総務省） 
第 10 回 2010.5.10 各省等ヒアリング（厚生労働省・総務省，国土共通省），障害の表記 
第 11 回 2010.5.17 各省等ヒアリング（外務省），今後の取り組み（内閣府） 
第 12 回 2010.5.24 第一次意見取りまとめに向けた推進会議の問題意識の確認 
第 13 回 2010.5.31 意見交換，第一次意見の取りまとめ 
第 14 回 2010.6.7 第一次意見のとりまとめ 
第 15 回 2010.6.28 第一次意見に関する結果報告，今後検討すべき議題など 
第 16 回 2010.7.12 有識者ヒアリング（司法へのアクセス，虐待防止，児童の障害者権利条約に基づき
日本から提案された報告の審査），障害のある女性 
第 17 回 2010.7.26 意見交換など（文部科学省，教育関係団体） 
第 18 回 2010.8.9 今後の推進会議の進め方 
第 19 回 2010.9.6 障害者基本法の改正，合同の作業チーム 
第 20 回 2010.9.27 障害者基本法の改正（ユニバーサルデザイン，障害の予防，スポーツ・文化，住宅
に係る関係省庁からのヒアリング） 
第 21 回 2010.10.12 障害者基本法の改正（総則，推進体制） 
第 22 回 2010.10.27 障害者基本法の改正（総則，推進体制） 
第 23 回 
 ～ 
第 26 回 
2010.11.1 




第 27 回 
 ～ 






第 30 回 2011.2.14 障害者基本法の改正 
第 31 回 2011.4.18 障害者基本法の改正 
第 32 回 2011.5.23 災害と障害者 
第 33 回 2011.6.27 合同作業チームの報告 
第 34 回 2011.8.8 障害者基本法の改正についての報告，第 16 回障害者制度改革推進会議総合福祉部会
（7 月 26 日開催）に提案された障害者総合福祉法（仮称）骨格堤言素案 
第 35 回 2011.9.26 障害者総合福祉法（仮称）骨格に関する総合福祉部会の堤言 
第 36 回 2011.10.24 現行の障害者基本計画 
第 37 回 2012.1.23 災害と障害者 
第 38 回 2012.3.12 障害者制度改革推進会議の成果と課題 




推進会議は 2010 年 1 月 12 日から 2012 年 3 月 12 日まで 38 回開催され，条約の批准に
向けた検討及び障害者基本法の改正に向けた検討が行われた。推進会議は，2010 年 6 月 7
日に 2010 年１月から審議を開始し計 14 回にわたる審議の内容を「第一次意見」としてと
りまとめ，これを受けて，6 月 29 日には「障害者制度改革の推進のための基本的な方向に
ついて」が閣議決定された。障害者制度改革の推進のための基本的な方向（第 1 次意見）



































表 29   障害者基本法改正前後の条項    （1970 年制定，最終改正 2011 年） 
 
改正前 改正後 















































































































































を行い，2013 年常会への法案提出を目指して，2010 年 11 月から差別禁止部会を開催し
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表 30   差別禁止部会開催状況 
 
回数 年月日 主要議題 
第 1 回 2010.11.22 差別禁止部会の運営，今後の進め方 
第 2 回 2011.1.31 差別禁止に関する諸外国の法制（ヒアリング）：EU・イギリス・フランスの障害者差別
禁止法制 
第 3 回 2011.4.8 差別禁止に関する諸外国の法制（ヒアリング）:アメリカ・ドイツの障害者差別禁止法制 
第 4 回 2011.5.13 差別禁止に関する諸外国の法制（ヒアリング）：イギリス・韓国の障害者差別禁止法制 
第 5 回 2011.6.10 差別禁止に関する諸外国の法制（ヒアリング），差別禁止法制の必要性等の論点 
第 6 回 2011.7.8 直接差別・間接差別，間接差別（ヒアリング） 
第 7 回 2011.8.12 差別の類型論をめぐる論点（その 2），障害者差別が裁判で争われた事例（ヒアリング） 
第 8 回 2011.9.12  差別の類型論をめぐる論点（その 3），欠格事由に関するヒアリング，条例に基づく救 
済に関するヒアリング 
第 9 回 2011.10.14 差別の類型論をめぐる論点（その 4），雇用及び就労における差別 
第 10回 2011.11.11 司法手続き及び選挙等の分野における差別禁止 
第 11 回 2011.12.9 公共的施設及び共通施設の利用における差別禁止 
第 12回 2012.1.27 省庁アリング（「合理的配慮」）：厚生労働省・文部科学省，情報分野における差別禁止 
第 13回 2012.2.10 情報の分野における差別禁止（その 2），教育の分野における差別禁止 
第 14回 2012.2.24 日常生活（商品，役務，不動産）における差別禁止法 
第 15回 2012.3.9 医療の分野における差別禁止法，中間の論点整理 
第 16回 2012.3.16 中間の論点整理（その 2） 
第 17回 2012.4.27 ハラスメント，欠格事由等の障害者差別禁止法に関わる課題 
第 18回 2012.5.11 障害女性にかかわる差別についてのヒアリング及び検討 
第 19回 2012.5.25 救済のための仕組みについてのヒアリング及び検討 
第 20回 2012.6.29 部会堤言のとりまとめの方向性 
第 21回 2012.7.13 部会提言のとりまとめ（その 1） 





































述べている 33。図 5 で示したように，2010 年 6 月 7 日に取りまとめられた「第一次意見」















これを踏まえ，2010 年 7 月に障害者制度改革推進本部の閣議決定に基づき，障害者権利
条約の理念を踏まえた特別支援教育の在り方について，専門的な審議を行うことを目的と
して中央教育審議会初等中等教育分科会に「特別支援教育の在り方に関する特別委員会（以
下，特別委員会）」が設置された。特別委員会は，2010 年 7 月 20 日から 2012 年 4 月 27
日までに 17 回の会議を行っており，特別委員会開催状況は以下の表 31 のおとりである。 
 
表 31   特別委員会開催状況 
 
回数 年月日 主要議題 
第 1 回 2010.7.20 委員長の選任等，特別委員会における検討事項 
第 2 回 2010.8.11 就学相談・就学先決定の在り方について自治体からのヒアリング，自由討議 
第 3 回 2010.9.6 就学相談・就学先決定の在り方について，制度改革の実施に必要な体制・環境整備に
ついて自治体からのヒアリング，制度改革の実施に必要な体制・環境整備 







第 5 回 2010.10.25 自由討議 
第 6 回 2010.11.5 論点整理 
第 7 回 2010.11.19 論点整理 
第 8 回 2010.12.3  特別支援教育の在り方に関する特別委員会における論点整理（案） 
第 9 回 2011.3.10 委員長の選任等，特別支援教育の在り方に関する特別委員会論点整理に関する意見募
集の結果，特別支援教育の在り方に関する特別委員会の当面の進め方など 
第 10回 2011.5.27 今後の進め方，諸外国における特別支援教育の状況 
第 11 回 2011.8.19 早期からの教育相談・支援 
第 12回 2011.9.15 合理的配慮等環境整備検討ワーキンググループの審議状況，教職員の確保および専門
性の向上，交流および共同学習（副次的な学籍を含む）特別支援教室構想 
第 13回 2011.11.4 交流及び共同学習（副次的な学籍を含む），特別支援教室構想，合理的配慮等環境整備
検討ワーキンググループの審議状況，教職員の確保及び専門性の向上 
第 14回 2011.12.9 教職員の確保及び専門性の向上，就学先決定の際の意見が一致しない場合の調整の仕
組み等，合理的配慮等環境整備検討ワーキンググループの審議状況 
第 15回 2012.2.13 合理的配慮等環境整備検討ワーキンググループ報告 
第 16回 2012.3.28 自由討議 
第 17回 2012.4.27 特別委員会報告 
表は内閣府 http://www8.cao.go.jp/shougai/kaikaku/kaikaku.html を基に筆者作成。 
 





両面が必要であり，今後，障害種別の内容も含めて一層の検討が必要だと述べている 34。  
この「論点整理」を受けて，2011 年 5 月 27 日には特別委員会の下に「合理的配慮等環
境整備検討ワーキンググループ（以下，WG）」を設置し，特別支援教育における「合理的
配慮」等の環境整備に関し障害者本人・保護者からのヒアリングや配慮事項の検討，専門
的な調査審議が行われた。WG は，2011 年 7 月 8 日から 2012 年 1 月 13 日までの 8 回会議














  1-1 学校上または生活上の困難を改善・克服するための配慮 
  1-2 学習内容の変更・調整 
（2 教育方法） 
  2-1 情報・コミュニケーションおよび教材の配慮 
  2-2 学習機会や体験の確保 
  2-3 心理面・健康面の配慮 
  ② 支援体制 
  1 専門性のある指導体制の整備 
  2 幼児児童生徒，教職員，保護者，地域の理解啓発を図るための配慮 
 3 災害時等の支援体制の整備 
③ 施設・設備 
  1 校内環境のバリアフリー化 
  2 発達，障害の状態および特性等に応じた指導ができる施設・設備の配慮 
  3 災害時等への対応に必要な施設・設備の配慮 
 




以下の表 33 のとおりである。 
 






















































前述のように日本では，障害者権利条約の批准のために 2009 年 12 月に閣議決定により
障害者制度改革推進本部を設置し，2010 年 1 月からは障害者制度改革推進会議を開催して
きた。2010 年 11 月には障害を理由とする差別禁止法の制定を目指して差別禁止部会を開
催し，当事者や関係者たちと議論を重ねて，2012 年 9 月 14 日「障害を理由とする差別の
禁止に関する法制についての差別禁止部会の意見」をとりまとめた。それをもとに，2013
年 6 月「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下，障害者差別解消法）」が
制定され，2016 年 4 月より施行されることになっている。 
障害者差別解消法は，26 条と附則から構成されている。第 1 章総則（第 1 条～第 5 条）
は，目的・定義・責務等，第 2 章は基本方針（第 6 条），第 3 章は差別解消措置（第 7 条～
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第 13 条），第 4 章は差別解消支援措置（第 14 条～第 20 条），第 5 章雑則（第 21 条～第 24














物，制度，慣行，観念その他一切のもの」（第 2 条 2 項）である。 
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注： ① 赤線部分がスムーズに機能する為に役割を果たすのが国である。 
② 親の過剰な要求や児童のニーズとの不一致（完全な不一致ではなく部分的な不一致）によりその
要求の中で正当な要求までもが「正当な便宜」の一部享受という結果になりうる。 
    ③ 実線部分は現状を表しており，点線部分は今後の課題となる仕組みづくりを表している。 
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